
○久喜市既存建築物耐震補強等助成金交付要綱 

平成２４年３月２３日 

告示第１６３号 

久喜市既存建築物耐震診断補助金交付要綱（平成２２年久喜市告示第２１６号）

の全部を改正する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この告示は、市内の既存建築物に耐震補強等を実施する当該既存建築物

の所有者に対し助成をすることにより、市民が安心して生活できる地震災害に

強いまちづくりを推進することを目的とする。 

２ 前項の助成金の交付に関しては、久喜市補助金等の交付に関する規則（平成

２２年久喜市規則第５９号）に定めるもののほか、この告示の定めるところに

よる。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 耐震補強等 耐震診断、耐震補強設計、耐震補強工事及び建替え工事



をいう。 

（２） 耐震診断 一般財団法人日本建築防災協会による耐震診断基準に基づ

く一般診断法（現場調査により診断を行う場合に限る。）又は精密診断法に

より建築物の地震に対する安全性を評価することをいう。 

（３） 耐震補強設計 耐震診断の結果、地震に対して安全な構造でないと判

定された建築物に対して、地震に対し安全な構造とする補強工事に係る設計

をいう。 

（４） 耐震補強工事 耐震補強設計により実施する工事をいう。 

（５） 建替え工事 既存の建築物すべてを除却し、当該建築物が存していた

敷地内で新たに建築物を建築する工事をいう。 

（助成金の交付に係る手続きの原則） 

第３条 次章及び第３章の規定により耐震補強等に係る助成金の交付を受けよう

とするときは、当該耐震補強等に係る助成金の交付申請から交付額の決定まで

の手続きを当該年度の２月末日までに行うものとする。 

第２章 耐震診断 

（耐震診断助成金の交付対象となる住宅） 

第４条 耐震診断に係る助成金（以下「耐震診断助成金」という。）の交付の対

象となる住宅（以下「耐震診断助成対象住宅」という。）は、市内に所在する

一戸建ての自己用木造住宅（平成１２年５月３１日以前の建築確認（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項及び第６条の２に規定する確認

をいう。以下同じ。）に基づき建築され、延べ面積の２分の１以上を居住の用

に供するものに限る。以下同じ。）で、次の全ての要件を満たすものとする。

ただし、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）又は建築基準法に違反して

いるものは除く。 

（１） 地上２階建て以下の住宅で、在来軸組工法又は枠組壁工法により建築

されたものであること。 



（２） 事前に市が行う図面による簡易耐震診断を受け、その総合評価が１．

０未満であるもの（昭和５６年５月３１日以前の建築確認に基づき建築され

たものを除く。）であること。 

（耐震診断助成金の交付対象となる耐震診断） 

第５条 耐震診断助成金の交付の対象となる耐震診断は、次に掲げる要件のいず

れかを満たすものとする。 

（１） 久喜市既存住宅耐震診断・設計資格者名簿に登録された建築士（以下

この章及び次章において「登録建築士」という。）が実施したものであるこ

と。 

（２） 登録建築士以外の建築士で、耐震診断に関し十分な知識を有すると市

長が認めたものが実施したものであること。 

（耐震診断助成金の交付対象となる者） 

第６条 耐震診断助成金の交付の対象となる者は、第８条の規定による申請時に

おいて、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、市長が特に必要と

認めた場合は、この限りでない。 

（１） 耐震診断助成対象住宅に居住している所有者であって、市税を滞納し

ていないもの 

（２） 耐震診断助成対象住宅の所有者又は居住者であって、次の要件を満た

すもの 

ア 耐震診断助成対象住宅の居住者が、所有者の２親等以内の親族であるこ

と。 

イ 耐震診断助成対象住宅の所有者及び居住者に、市税の滞納がないこと。 

（耐震診断助成金の額） 

第７条 耐震診断助成金の額は、耐震診断に要する費用に２分の１を乗じて得た

額とし、５万円を限度とする。この場合において、算出された額に１，０００

円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 



２ 耐震診断助成金の交付は、耐震診断助成対象住宅１棟につき１回限りとする。 

（耐震診断助成金の交付申請） 

第８条 耐震診断助成金の交付を受けようとする者は、耐震診断の実施前に、既

存建築物耐震診断助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に申請するものとする。 

（１） 耐震診断助成対象住宅の所有者と居住者が異なる場合にあっては、当

該所有者及び居住者が２親等以内の親族であることを確認できる書類 

（２） 耐震診断助成対象住宅を建築した年が確認できる書類 

（３） 昭和５６年６月１日以後の建築確認に基づき建築された耐震診断助成

対象住宅にあっては、市が行った簡易耐震診断の診断結果がわかる書類 

（４） 耐震診断に係る見積書の写し 

（５） 耐震診断助成金の交付の申請をする者以外に耐震診断助成対象住宅に

ついて所有権を有する者がいる場合にあっては、耐震診断を実施することに

ついて、当該所有権を有する者が同意していることを確認できる書類 

（６） 前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

（耐震診断助成金の交付決定等） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、耐震診断助成

金の交付の可否を決定し、既存建築物耐震診断助成金交付可否決定通知書（様

式第２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により耐震診断助成金の交付の決定を受けた者（以下この章及び

第４章において「耐震診断助成決定者」という。）は、速やかに耐震診断の実

施に係る契約を締結しなければならない。 

（耐震診断の変更又は中止） 

第１０条 耐震診断助成決定者は、耐震診断の内容を変更したときは、速やかに

既存建築物耐震診断内容変更申請書（様式第３号）により、市長に届け出なけ

ればならない。 



２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を、既存

建築物耐震診断内容変更承認・不承認通知書（様式第４号）により、当該変更

申請をした耐震診断助成決定者に通知するものとする。 

３ 耐震診断助成決定者は、耐震診断を中止したときは、速やかに既存建築物耐

震診断中止届（様式第５号）により、市長に届け出なければならない。 

（耐震診断の完了報告） 

第１１条 耐震診断助成決定者は、耐震診断が完了したときは、速やかに既存建

築物耐震診断完了報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に報

告しなければならない。 

（１） 平面図、計算書（材料表を含む。）、写真等による耐震診断結果報告

書 

（２） 耐震診断を行った建築士の建築士免許証（建築士法（昭和２５年法律

第２０２号）第５条第２項の一級建築士免許証、二級建築士免許証及び木造

建築士免許証をいう。第２２条において同じ。）又は建築士免許証明書（同

法第１０条の１９第１項の規定により読み替えて適用する同法第５条第２項

の一級建築士免許証明書並びに同法第１０条の２１第１項の規定により読み

替えて適用する同法第５条第２項の二級建築士免許証明書及び木造建築士免

許証明書をいう。第２２条において同じ。）の写し 

（３） 耐震診断に係る契約書及び領収書の写し 

（耐震診断助成金の額の決定等） 

第１２条 市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、耐震診断助

成金の交付額を決定したときは既存建築物耐震診断助成金交付額決定通知書

（様式第７号）により、耐震診断助成金の交付決定を取り消したときは既存建

築物耐震診断助成金交付決定取消通知書（様式第８号）により、当該報告をし

た耐震診断助成決定者に通知するものとする。 

（耐震診断助成金の請求及び交付） 



第１３条 前条の規定により耐震診断助成金の額の決定の通知を受けた耐震診断

助成決定者は、速やかに既存建築物耐震診断助成金交付請求書（様式第９号）

により、市長に耐震診断助成金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに当該請求をした耐震診断助成

決定者に耐震診断助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び耐震診断助成金の返還） 

第１４条 市長は、耐震診断助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、

耐震診断助成金の交付決定を取り消し、又は交付した耐震診断助成金の全部若

しくは一部を返還させることができる。 

（１） 虚偽その他不正な手段により耐震診断助成金の交付決定を受け、又は

耐震診断助成金の交付を受けたとき。 

（２） その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により耐震診断助成金の交付決定を取り消したときは、

既存建築物耐震診断助成金交付決定取消通知書により、当該交付決定を取り消

した耐震診断助成決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により耐震診断助成金を返還させるときは、既存建築

物耐震診断助成金返還命令書（様式第１０号）によるものとする。 

第３章 耐震補強 

第１節 耐震補強設計 

（耐震補強設計助成金の交付対象となる住宅） 

第１５条 耐震補強設計に係る助成金（以下「耐震補強設計助成金」という。）

の交付の対象となる住宅（以下「耐震補強設計助成対象住宅」という。）は、

耐震診断助成金の交付決定を受け実施した耐震診断で、地震に対して安全な構

造でないと判定されたものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、耐震診断助成対象住宅で市長が特に必要と認めた

ものについては、耐震補強設計助成対象住宅とするものとする。この場合にお



いて、当該住宅は、第５条の耐震診断が実施されていることとする。 

（耐震補強設計助成金の交付対象となる耐震補強設計） 

第１６条 耐震補強設計助成金の交付の対象となる耐震補強設計は、次に掲げる

要件のいずれかを満たすものとする。 

（１） 登録建築士が実施したものであること。 

（２） 登録建築士以外の建築士で、耐震補強設計に関し十分な知識を有する

と市長が認めたものが実施したものであること。 

（耐震補強設計助成金の交付対象となる者） 

第１７条 耐震補強設計助成金の交付の対象となる者は、第１９条の規定による

申請時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、市長が特

に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（１） 耐震補強設計助成対象住宅に居住している所有者であって、市税を滞

納していないもの 

（２） 耐震補強設計助成対象住宅の所有者又は居住者であって、次の要件を

満たすもの 

ア 耐震補強設計助成対象住宅の居住者が、所有者の２親等以内の親族であ

ること。 

イ 耐震補強設計助成対象住宅の所有者及び居住者に、市税の滞納がないこ

と。 

（耐震補強設計助成金の額） 

第１８条 耐震補強設計助成金の額は、耐震補強設計に要する費用に２分の１を

乗じて得た額とし、５万円を限度とする。この場合において、算出された額に

１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 耐震補強設計助成金の交付は、耐震補強設計助成対象住宅１棟につき１回限

りとする。 

（耐震補強設計助成金の交付申請） 



第１９条 耐震補強設計助成金の交付を受けようとする者は、耐震補強設計の実

施前に、既存建築物耐震補強設計助成金交付申請書（様式第１１号）に次に掲

げる書類を添えて、市長に申請するものとする。 

（１） 耐震補強設計に関する見積書の写し 

（２） 耐震補強設計助成金の交付の申請をする者以外に耐震補強設計助成対

象住宅について所有権を有する者がいる場合にあっては、耐震補強設計を実

施することについて、当該所有権を有する者が同意していることを確認でき

る書類 

（３） 耐震診断助成金の交付を受けていない場合にあっては、第８条第１号

から第３号までに掲げる書類及び第１１条各号に掲げる書類 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（耐震補強設計助成金の交付決定等） 

第２０条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、耐震補強設

計助成金の交付の可否を決定し、既存建築物耐震補強設計助成金交付可否決定

通知書（様式第１２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により耐震補強設計助成金の交付の決定を受けた者（以下この節

及び次章において「耐震補強設計助成決定者」という。）は、速やかに耐震補

強設計の実施に係る契約を締結しなければならない。 

（耐震補強設計の変更又は中止） 

第２１条 耐震補強設計助成決定者は、耐震補強設計の内容を変更したときは、

速やかに既存建築物耐震補強設計内容変更申請書（様式第１３号）により、市

長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を、既存

建築物耐震補強設計内容変更承認・不承認通知書（様式第１４号）により、当

該変更申請をした耐震補強設計助成決定者に通知するものとする。 

３ 耐震補強設計助成決定者は、耐震補強設計を中止したときは、速やかに既存



建築物耐震補強設計中止届（様式第１５号）により、市長に届け出なければな

らない。 

（耐震補強設計の完了報告） 

第２２条 耐震補強設計助成決定者は、耐震補強設計が完了したときは、速やか

に既存建築物耐震補強設計完了報告書（様式第１６号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 平面図、計算書（材料表を含む。）、写真等による耐震補強設計報告

書の写し 

（２） 耐震補強設計を行った建築士の建築士免許証又は建築士免許証明書の

写し 

（３） 耐震補強設計に係る契約書及び領収書の写し 

（耐震補強設計助成金の額の決定等） 

第２３条 市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、耐震補強設

計助成金の交付額を決定したときは既存建築物耐震補強設計助成金交付額決定

通知書（様式第１７号）により、耐震補強設計助成金の交付決定を取り消した

ときは既存建築物耐震補強設計助成金交付決定取消通知書（様式第１８号）に

より、当該報告をした耐震補強設計助成決定者に通知するものとする。 

（耐震補強設計助成金の請求及び交付） 

第２４条 前条の規定により耐震補強設計助成金の額の決定の通知を受けた耐震

補強設計助成決定者は、速やかに既存建築物耐震補強設計助成金交付請求書（様

式第１９号）により、市長に耐震補強設計助成金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに当該請求をした耐震補強設計

助成決定者に耐震補強設計助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び耐震補強設計助成金の返還） 

第２５条 市長は、耐震補強設計助成決定者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、耐震補強設計助成金の交付決定を取り消し、又は交付した耐震補強設計



助成金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（１） 虚偽その他不正な手段により耐震補強設計助成金の交付決定を受け、

又は耐震補強設計助成金の交付を受けたとき。 

（２） その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により耐震補強設計助成金の交付決定を取り消したとき

は、既存建築物耐震補強設計助成金交付決定取消通知書により、当該交付決定

を取り消した耐震補強設計助成決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により耐震補強設計助成金を返還させるときは、既存

建築物耐震補強設計助成金返還命令書（様式第２０号）によるものとする。 

第２節 耐震補強工事 

（耐震補強工事助成金の交付対象となる住宅） 

第２６条 耐震補強工事に係る助成金（以下「耐震補強工事助成金」という。）

の交付の対象となる住宅（以下「耐震補強工事助成対象住宅」という。）は、

耐震補強設計助成金の交付決定を受け実施した耐震補強設計を実施したものと

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、耐震診断助成対象住宅で市長が特に必要と認めた

ものについては、耐震補強工事助成対象住宅とするものとする。この場合にお

いて、当該住宅は、第５条の耐震診断及び第１６条の耐震補強設計が実施され

ていることとする。 

（耐震補強工事助成金の交付対象となる耐震補強工事） 

第２７条 耐震補強工事助成金の交付の対象となる耐震補強工事は、建設業法（昭

和２４年法律第１００号）第３条の規定により許可を受けている者が行うもの

とする。 

（耐震補強工事助成金の交付対象となる者） 

第２８条 耐震補強工事助成金の交付の対象となる者は、第３０条の規定による

申請時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、市長が特



に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（１） 耐震補強工事助成対象住宅に居住している所有者であって、市税を滞

納していないもの 

（２） 耐震補強工事助成対象住宅の所有者又は居住者であって、次の要件を

満たすもの 

ア 耐震補強工事助成対象住宅の居住者が、所有者の２親等以内の親族であ

ること。 

イ 耐震補強工事助成対象住宅の所有者及び居住者に、市税の滞納がないこ

と。 

（耐震補強工事助成金の額） 

第２９条 耐震補強工事助成金の額は、耐震補強工事に要する費用に１００分の

２３を乗じて得た額とし、５０万円を限度とする。この場合において、算出さ

れた額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 耐震補強工事助成金の交付は、耐震補強工事助成対象住宅１棟につき１回限

りとする。 

（耐震補強工事助成金の交付申請） 

第３０条 耐震補強工事助成金の交付を受けようとする者は、耐震補強工事の実

施前に、既存建築物耐震補強工事助成金交付申請書（様式第２１号）に次に掲

げる書類を添えて、市長に申請するものとする。 

（１） 耐震補強工事に係る費用の内訳が確認できる書類 

（２） 現況写真 

（３） 耐震補強工事助成金の交付の申請をする者以外に耐震補強工事助成対

象住宅について所有権を有する者がいる場合にあっては、耐震補強工事を実

施することについて当該所有権を有する者が同意していることを確認できる

書類 

（４） 耐震診断助成金の交付を受けていない場合にあっては、第８条第１号



から第３号までに掲げる書類及び第１１条各号に掲げる書類 

（５） 耐震補強設計助成金の交付を受けていない場合にあっては、第２２条

各号に掲げる書類 

（６） その他市長が必要と認める書類 

（耐震補強工事助成金の交付決定等） 

第３１条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、耐震補強工

事助成金の交付の可否を決定し、既存建築物耐震補強工事助成金交付可否決定

通知書（様式第２２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により耐震補強工事助成金の交付の決定を受けた者（以下この節

及び次章において「耐震補強工事助成決定者」という。）は、速やかに耐震補

強工事の実施に係る契約を締結しなければならない。 

（耐震補強工事の変更又は中止） 

第３２条 耐震補強工事助成決定者は、耐震補強工事の内容を変更したときは、

速やかに既存建築物耐震補強工事内容変更申請書（様式第２３号）により、市

長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を、既存

建築物耐震補強工事内容変更承認・不承認通知書（様式第２４号）により、当

該変更申請をした耐震補強工事助成決定者に通知するものとする。 

３ 耐震補強工事助成決定者は、耐震補強工事を中止したときは、速やかに既存

建築物耐震補強工事中止届（様式第２５号）により、市長に届け出なければな

らない。 

（特定工程の調査） 

第３３条 耐震補強工事助成決定者は、実施した耐震補強工事が次に定める工程

に達したときは、速やかに市長に報告しなければならない。 

（１） 基礎工事又は配筋工事 

（２） 壁、筋交い等を入れた軸組みの設置工事 



２ 市長は、前項の報告があったときは、耐震補強工事が適正に行われているか

調査を行い、その内容が適正でないと認めるときは、当該耐震補強工事が適正

に行われるよう、耐震補強工事助成決定者に要請するものとする。 

（耐震補強工事の完了報告） 

第３４条 耐震補強工事助成決定者は、耐震補強工事が完了したときは、速やか

に既存建築物耐震補強工事完了報告書（様式第２６号）に次に掲げる書類を添

えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 耐震補強工事箇所別の施工前、施工中及び施工後の写真 

（２） 耐震補強工事に係る契約書及び領収書の写し 

（３） その他市長が必要と認める書類 

（耐震補強工事助成金の額の決定等） 

第３５条 市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、耐震補強工

事助成金の交付額を決定したときは既存建築物耐震補強工事助成金交付額決定

通知書（様式第２７号）により、耐震補強工事助成金の交付決定を取り消した

ときは既存建築物耐震補強工事助成金交付決定取消通知書（様式第２８号）に

より、当該報告をした耐震補強工事助成決定者に通知するものとする。 

（耐震補強工事助成金の請求及び交付） 

第３６条 前条の規定により耐震補強工事助成金の額の決定の通知を受けた耐震

補強工事助成決定者は、速やかに既存建築物耐震補強工事助成金交付請求書（様

式第２９号）により、市長に耐震補強工事助成金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに当該請求をした耐震補強工事

助成決定者に耐震補強工事助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び耐震補強工事助成金の返還） 

第３７条 市長は、耐震補強工事助成決定者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、耐震補強工事助成金の交付決定を取り消し、又は交付した耐震補強工事

助成金の全部若しくは一部を返還させることができる。 



（１） 虚偽その他不正な手段により耐震補強工事助成金の交付決定を受け、

又は耐震補強工事助成金の交付を受けたとき。 

（２） その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により耐震補強工事助成金の交付決定を取り消したとき

は、既存建築物耐震補強工事助成金交付決定取消通知書により、当該交付決定

を取り消した耐震補強工事助成決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により耐震補強工事助成金を返還させるときは、既存

建築物耐震補強工事助成金返還命令書（様式第３０号）によるものとする。 

第３節 建替え工事 

（建替え工事助成金の交付対象となる住宅） 

第３８条 建替え工事に係る助成金（以下「建替え工事助成金」という。）の交

付の対象となる住宅（以下「建替え工事助成対象住宅」という。）は、次に掲

げる要件をいずれも満たすものとする。 

（１） 昭和５６年５月３１日以前の建築確認に基づき建築されたものである

こと。 

（２） 耐震診断助成金の交付決定を受けた耐震診断を実施し、地震に対して

安全な構造でないと判定されたこと。 

（３） 第４２条の規定による申請時に、建替え工事助成対象住宅の所有者又

は当該所有者の２親等以内の親族が現に居住していること。 

（４） 耐震補強設計助成金の交付を受けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、耐震診断助成対象住宅で市長が特に必要と認めた

ものについては、建替え工事助成対象住宅とするものとする。この場合におい

て、当該住宅は、第５条の耐震診断を受けていることとする。 

（建替え工事助成金の交付対象となる建替え工事） 

第３９条 建替え工事助成金の交付の対象となる建替え工事は、次に掲げる要件

をいずれも満たすものとする。 



（１） 市内に所在する一戸建ての自己用木造住宅（２階建て以下のものに限

る。）をすべて解体し、住宅（延べ面積の２分の１以上を居住の用に供する

建物に限る。）を建築する工事であること。 

（２） 建替え工事助成金の交付を受けようとする者が居住するものであるこ

と。 

（３） 建替え工事助成対象住宅が、第４２条の規定による申請時に存在して

いること。ただし、市長が特別な理由があると認める場合は、この限りでな

い。 

（４） 建替え後の住宅は、原則として土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規

定する土砂災害特別警戒区域外に存すること。 

（５） 建替え後の住宅は、原則として建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律（平成２７年法律第５３号）第２条第１項第３号に規定する建

築物エネルギー消費性能基準（以下「省エネ基準」という。）に適合するこ

と。 

（建替え工事助成金の交付対象となる者） 

第４０条 建替え工事助成金の交付の対象となる者は、第４２条の規定による申

請時において、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、市長が特に

必要と認めた場合は、この限りでない。 

（１） 建替え工事助成対象住宅に居住している所有者であって、市税を滞納

していないもの 

（２） 建替え工事助成対象住宅の所有者又は居住者であって、次の要件を満

たすもの 

ア 建替え工事助成対象住宅の居住者が、所有者の２親等以内の親族である

こと。 

イ 建替え工事助成対象住宅の所有者及び居住者に、市税の滞納がないこと。 



（建替え工事助成金の額） 

第４１条 建替え工事助成金の額は、建替え工事に要する費用に１００分の２３

を乗じて得た額とし、５０万円を限度とする。この場合において、算出された

額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

２ 建替え工事助成金の交付は、建替え工事助成対象住宅１棟につき１回限りと

する。 

（建替え工事助成金の交付申請） 

第４２条 建替え工事助成金の交付申請をしようとする者は、建替え工事の実施

前に、既存建築物建替え工事助成金交付申請書（様式第３１号）に次に掲げる

書類を添えて、市長に申請するものとする。 

（１） 建替え工事に係る建築基準法第６条第４項の確認済証の写し 

（２） 建替え工事に係る費用の内訳が確認できる書類 

（３） 現況写真 

（４） 建替え工事助成金の交付の申請をする者以外に建替え工事助成対象住

宅について所有権を有する者がいる場合にあっては、建替え工事を実施する

ことについて、当該所有権を有する者が同意していることを確認できる書類 

（５） 耐震診断助成金の交付を受けていない場合にあっては、第８条第１号

及び第２号並びに第１１条各号に掲げる書類 

（６） 省エネ基準に適合することが確認できる書類 

（７） その他市長が必要と認める書類 

（建替え工事助成金の交付決定等） 

第４３条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、建替え工事

助成金の交付の可否を決定し、既存建築物建替え工事助成金交付可否決定通知

書（様式第３２号）により当該申請をした者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により建替え工事助成金の交付の決定を受けた者（以下この節及

び第５１条において「建替え工事助成決定者」という。）は、速やかに建替え



工事の実施に係る契約を締結しなければならない。 

（建替え工事の変更又は中止） 

第４４条 建替え工事助成決定者は、建替え工事の内容を変更したときは、速や

かに既存建築物建替え工事助成金内容変更申請書（様式第３３号）により、市

長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、その結果を、既存

建築物建替え工事内容変更承認・不承認通知書（様式第３４号）により、当該

変更申請をした建替え工事助成決定者に通知するものとする。 

３ 建替え工事助成決定者は、建替え工事を中止したときは、速やかに既存建築

物建替え工事中止届（様式第３５号）により、市長に届け出なければならない。 

（除却工事の報告） 

第４５条 建替え工事助成決定者は、建替え工事助成対象住宅の除却工事が完了

したときは、速やかに既存建築物除却工事完了報告書（様式第３６号）に次に

掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

（１） 除却工事が完了したことが確認できる写真 

（２） その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の報告があったときは、その内容を審査し、適正でないと認め

るときは、当該除却工事が適正に行われるよう、建替え工事助成決定者に要請

するものとする。 

（建替え工事の完了報告） 

第４６条 建替え工事助成決定者は、建替え工事が完了したときは、速やかに既

存建築物建替え工事完了報告書（様式第３７号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に報告しなければならない。 

（１） 建替え工事に係る建築基準法第７条第５項の検査済証の写し 

（２） 建替え工事に係る契約書及び領収書の写し 

（３） その他市長が必要と認める書類 



（建替え工事助成金の額の決定等） 

第４７条 市長は、前条の報告があったときは、その内容を審査し、建替え工事

助成金の交付額を決定したときは既存建築物建替え工事助成金交付額決定通知

書（様式第３８号）により、建替え工事助成金の交付決定を取り消したときは

既存建築物建替え工事助成金交付決定取消通知書（様式第３９号）により、当

該報告をした建替え工事助成決定者に通知するものとする。 

（建替え工事助成金の請求及び交付） 

第４８条 前条の規定により建替え工事助成金の額の決定の通知を受けた建替え

工事助成決定者は、速やかに既存建築物建替え工事助成金交付請求書（様式第

４０号）により、市長に建替え工事助成金の交付を請求するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに当該請求をした建替え工事助

成決定者に建替え工事助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び建替え工事助成金の返還） 

第４９条 市長は、建替え工事助成決定者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、建替え工事助成金の交付決定を取り消し、又は建替え工事助成金の全部若

しくは一部を返還させることができる。 

（１） 虚偽その他不正な手段により建替え工事助成金の交付決定を受け、又

は建替え工事助成金の交付を受けたとき。 

（２） その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により建替え工事助成金の交付決定を取り消したときは、

既存建築物建替え工事助成金交付決定取消通知書により、当該交付決定を取り

消した建替え工事助成決定者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により建替え工事助成金を返還させるときは、既存建

築物建替え工事助成金返還命令書（様式第４１号）によるものとする。 

第４章 雑則 

（助成の制限） 



第５０条 耐震診断助成金及び耐震補強設計助成金の交付は、住宅１棟につき、

それぞれ１回を限度とし、耐震補強工事助成金及び建替え工事助成金の交付は、

住宅１棟につき、いずれか１回を限度とする。 

２ 耐震診断助成金、耐震補強設計助成金、耐震補強工事助成金及び建替え工事

助成金（以下これらを「助成金」という。）の交付は、予算の範囲内で行うも

のとする。 

（調査等に対する協力） 

第５１条 耐震診断助成決定者、耐震補強設計助成決定者、耐震補強工事助成決

定者及び建替え工事助成決定者（以下これらを「決定者」という。）は、助成

金の交付に関して市長が行う調査、報告の要求等に対し協力しなければならな

い。 

（書類の整備） 

第５２条 決定者は、助成の対象となった耐震補強等に係る収入及び支出を明ら

かにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備し、

及び保管しなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、耐震補強等の完了する日の属する会計

年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

（その他） 

第５３条 この告示に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和１３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに交付決定された助成金については、この告示の規定は、同日後も、なおそ



の効力を有する。 

（経過措置） 

３ この告示による改正前の既存建築物耐震診断補助金交付要綱（以下「旧要綱」

という。）の規定により交付決定された補助金については、旧要綱の規定は、

この告示の施行後も、なおその効力を有する。 

附 則（平成２８年３月３０日告示第１３５号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日告示第２４４号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３１日告示第１４０号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１月２９日告示第４６号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年６月１９日告示第２６７号） 

この告示は、令和７年７月１日から施行する。 

附 則（令和８年３月１９日告示第９６号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

 


